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大阪府営住宅ストック活用事業計画
１ 目 的

「大阪府営住宅ストック総合活用計画」に基づき、活用手法である建替事業や改善事業などについて、事業推進の考え方や候補団地等を明らかにし、計画的な事業推進に資することを目的とします。

また、今後、事業推進状況等を踏まえて精査し、必要に応じて見直しを行います。

２ 事業推進方針
〔1〕 建替事業

(1) 事業推進の考え方

中層耐火住宅については、原則として耐震性の低い（Is値（構造耐力指標）が0.6未満）ラーメン構造の住宅や、設備等の老朽化が著しく居住水準の低い昭和20・30年代の住宅の建替えを進めます。また、老朽化が著しく居住水準の低い木造住宅、簡易耐火住宅については、早期の建替え完了を目指します。
計画にあたっては、土地の有効利用を図り、まちづくりとの連携、多様な住宅や地域の活性化につながる施設の導入などに努めます。

また、施策効果の向上や活力あるまちづくりの観点から、団地間の戸数の調整など地域の需給バランスを考慮した建替計画を作成します。

事業化にあたっては、対象団地の入居者協議が整い、関連公共施設の整備状況が条件を満たす団地から実施します。
〔目標量〕

	
	H18～27年度

	　建替事業
	20,000戸


(2) 候補団地選定の考え方　候補団地は【別表】参照
1 木造住宅・簡易耐火住宅

老朽化が著しく居住水準が低いことから、早期の建替え完了を目指して、木造住宅、簡易耐火住宅の団地全てを対象とし、事業量等を考慮して着手予定年度を設定します。

2 中層耐火住宅

昭和20･30年代に建設された団地については設備等の老朽化が著しく居住水準も低いことから全ての団地を対象とし、昭和40年代に建設された団地については耐震性の低いラーメン構造の住宅を含む団地を対象とし、建設年度や改善事業の実施状況、事業量等を考慮して、順次、着手予定年度を設定します。

なお、40年代に建設されたラーメン構造と壁式構造が混在する団地については、原則として耐震性の低いラーメン構造の住宅のみを建替えます。ただし、建替えの計画性や施工性等から壁式構造の住宅についても建替える場合がありますが、建替対象となる住宅については、各団地の建替えに関する基本計画で明らかにします。
〔2〕 改善事業

(1) 事業推進の考え方

「耐震改修事業」については、耐震性の低い高層住宅を対象として、入居者が住みながらの事業実施を基本とします。

「高齢者向け改善事業」、「中層エレベーター設置事業」、「団地内バリアフリー化事業」については、原則として建替え対象となる団地を除く既存の中層耐火住宅や高層住宅（以下、中高層住宅という。）を対象として、そのバリアフリー化の状況に応じて３事業のうち必要な事業を実施し、バリアフリー化を推進します。
これらの事業化については、対象団地に順次説明を行い、入居者協議が整った団地から実施します。

「車いす常用者世帯向け改善事業」については、中高層住宅の１階の空家を活用して各実施年度において、高齢化や地域バランス等を考慮して住戸を選定して実施します。
〔目標量〕

	
	H18～27年度

	　耐震改修事業
	12,500戸

	　高齢者向け改善事業
	12,000戸

	　中層エレベーター設置事業
	500 基

	　団地内バリアフリー化事業
	59団地

	　車いす常用者世帯向け改善事業
	40 戸


(2) 候補団地選定の考え方　候補団地は【別表】参照
1 耐震改修事業

　　　　　耐震性の低い全ての高層住宅を対象に、耐震性能や敷地条件、事業量等を考慮して着手予定年度を設定します。
なお、耐震改修の施工性や住宅経営上の観点等から、耐震改修を行わないと判断する住宅については、入居者への適切な対応を図り用途廃止を行います。用途廃止の対象となる住宅については、各団地の耐震改修に関する計画で明らかにします。
また、用途廃止した住宅については、建替事業での戸数の調整や「借上公営住宅制度」の活用など、地域の需給バランスを考慮した供給に活用します。
2 高齢者向け改善事業

平成2年度以前に建設された、住戸内のバリアフリー化がなされていない全ての中高層住宅団地を対象に、高齢者のいる世帯の割合や地域バランス、事業量等を考慮して、本事業を実施していない団地を優先して着手予定年度を設定します。
本事業は、1､2階及びエレベーター停止階とその上下階の住戸のうち、高齢者または障がい者がおり、改善を希望する住戸を基本として実施します。

また、中層エレベーター設置事業が実施されることにより、その中層耐火住宅の3～5階のエレベーター設置住戸は本事業の実施が可能となります。
3 中層エレベーター設置事業

昭和42年度から平成10年度までに建設された中層耐火住宅のうち、主として5階建てが200戸以上でエレベーターの設置工事が可能な団地を対象に、高齢者のいる世帯の割合の高い団地から地域バランス、事業量等を考慮して着手予定年度を設定します。

各団地における整備基数は、原則として5階建てが200戸以上500戸未満の団地は5基、500戸以上1,000戸未満の団地は10基、1,000戸以上の団地は15基とします。
4 団地内バリアフリー化事業
昭和59年度以前に建設された、屋外のバリアフリー化がなされていない中高層住宅団地を対象に、高齢者のいる世帯の割合の高さや段差の状況、事業量等を考慮して着手予定年度を設定します。

〔3〕 用途廃止

　　団地全体の管理戸数に比べて、耐震性の低いラーメン構造の中層住宅の割合が低い場合など、住宅経営上の観点等から建替えを行わないと判断する住宅については、入居者への適切な対応を図り用途廃止を行います。
　　また、建替事業等の候補となっていない団地において、地域の需給バランスを考慮し、住宅の分散化による管理戸数の削減等が望ましいと判断される住宅については、入居者への適切な対応を図り用途廃止を行います。
なお、用途廃止した住宅については、建替事業での戸数の調整や「借上公営住宅制度」の活用など、地域の需給バランスを考慮した供給に活用します。
〔4〕 維持保全

維持保全については、すべての府営住宅を対象に、住宅や住環境の機能の保持や向上のため、

· 水漏れや設備の故障など、日常生活において生じる緊急的な修繕業務

· 屋上防水層や外壁、窓枠改修など、機能･性能の劣化防止や向上を図るため建物等の状況に応じて実施する計画的な修繕業務

· 法令等に基づく建物や設備の定期的な保守点検

· 募集に向けた空家の劣化部分の補修業務

など、団地の状況に応じて必要な修繕を効率的・効果的に実施します。

特に、計画修繕については、安全対策等必要な場合以外は建替え対象団地を除き、建物等の劣化の状況や過去の修繕履歴などから緊急性、必要性を精査して団地を選定し、計画的な実施に努めます。

３ 候補団地【別表】の留意事項
(1) 別表は、平成18年度から計画期間の平成27年度までの予定している建替事業及び改善事業について、その候補団地と着手予定時期を示したものです。これは、今後の耐震診断の結果や社会情勢、入居者協議など事業推進状況等によって見直すことがあり、固定したものではなく、また、毎年度の予算の定めるところにより確定します。

(2) 別表に示す対象戸数は各事業の事業量と一致するものではなく、各事業の事業量総数は前章に示した目標量です。

(3) 新規建替えにかかる候補団地においては、府の建設事業評価実施要領に基づき、建替事業計画について事前評価を実施し、その計画を決定するものです。
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